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（１）発足の経緯

年金制度をはじめとする社会保障制度改革に関する両院合同会議の設置について

は、平成17年３月25日の自由民主党、民主党、公明党、日本共産党及び社会民主党の

幹事長・書記局長会談において確認され、28日、５党から衆参両院議長に対し申入れ

が行われた。

４月１日、衆参両院本会議において、「年金制度をはじめとする社会保障制度改革

に関する決議案」が可決され、両院合同会議の設置が決定された。決議では、会議に

おける議論はすべて国民に公開し、今秋までに改革の方向付けを行い骨格の成案を得

ることを目指すこととされた。

また、同本会議において、年金制度をはじめとする社会保障制度改革に関する両院

合同会議要綱を議院運営委員長が報告し、了承された。

この要綱に従って両院合同会議が設置され、４月８日に第１回の会議が行われ、第

162回国会中、８回の会議を行った。

（２）合同会議経過

○平成17年４月８日（金）（第１回）

会長及び会長代理から発言があった。

○平成17年４月14日（木）（第２回）

年金制度をはじめとする社会保障制度改革について、各党から意見を聴取した後、自

由討議を行った。



○平成17年４月22日（金）（第３回）

年金制度をはじめとする社会保障制度改革について、自由討議を行った。

○平成17年６月６日（月）（第４回）

年金制度をはじめとする社会保障制度改革（年金制度の現状認識及び将来の見通し）

について、各党から意見を聴取した後、自由討議を行った。

○平成17年６月30日（木）（第５回）

年金制度をはじめとする社会保障制度改革（公的年金制度の必要性）について、各党

から意見を聴取した後、自由討議を行った。

○平成17年７月８日（金）（第６回）

年金制度をはじめとする社会保障制度改革（国民年金の位置付け）について、各党か

ら意見を聴取した後、自由討議を行った。

○平成17年７月22日（金）（第７回）

年金制度をはじめとする社会保障制度改革（国民皆年金の意義）について、各党から

意見を聴取した後、自由討議を行った。

○平成17年７月29日（金）（第８回）

年金制度をはじめとする社会保障制度改革（国民年金と生活保護の関係）について、

各党から意見を聴取した後、自由討議を行った。

（３）年金制度をはじめとする社会保障制度改革に関する決議

（「Ⅲ-４ 本会議決議」を参照）

（４）両院合同会議要綱

年金制度をはじめとする社会保障制度改革に関する両院合同会議要綱

一、名 称 年金制度をはじめとする社会保障制度改革に関する両院合同会議とする。

二、目 的 両院合同会議は、「年金制度をはじめとする社会保障制度改革に関する決議」

に基づき、国民に開かれた国会の持つ機能を十分に発揮し、全党会派の参加

による衆参議員の一体的な議論を保障し、各党会派が責任を持って最も適切

かつ効率的な議論を行うものとする。

三、構 成 ①両院において各党会派を代表する35人の合同会議員によって構成する。

②合同会議員の各党会派の割当は次のとおりとする。



自民13人、民主12人、公明６人、共産２人、社民２人

③合同会議に会長１人、会長代理１人及び幹事８人を置く。

幹事は自民４人、民主３人、公明１人、

幹事会のオブザーバーを、共産１人、社民１人とする。

四、運 営 ①合同会議の運営については、会長、会長代理及び幹事の協議によって行う。

なお、原則として、幹事会の合意に基づき、運営・議論を進めるものとす

る。

②合同会議の運営については、政府に対する資料要求など、国会法に基づく

委員会運営に準じたものとする。

③合同会議は公開するものとする。

五、報 告 合同会議の経過及び結果を両院の議長に報告するものとする。

六、その他 ①合同会議は、会期中であると閉会中であるとを問わず、活動できるものと

する。

②合同会議は、国会の召集の都度その設置を確認する。

③合同会議の運営、調査、会議録作成等の事務は、委員会に準じて行うもの

とする。


